
議案第２号

印 西 地 区 消 防 組 合 一 般 会 計 予 算

令 和 ２ 年 度



　令和２年度印西地区消防組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，０２１，７６９千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　（地方債）
第２条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の
　方法は、「第２表　地方債」による。

　（一時借入金）
第３条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１０，０００千円と定める。

令 和 ２ 年 度 印 西 地 区 消 防 組 合 一 般 会 計 予 算

令和２年２月１０日提出 印西地区消防組合管理者　　板　倉　正　直

令和２年２月１０日原案可決 印西地区消防組合議会議長　秋　谷　公　臣
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歳    入 （単位　千円）

款 項 金            額

 1. 分担金及び負担金 2,872,632

 1. 分担金 2,872,632

 2. 使用料及び手数料 1,931

 1. 使用料 175

 2. 手数料 1,756

 3. 国庫支出金 1

 1. 国庫補助金 1

 4. 県支出金 8,361

 1. 県補助金 8,361

 5. 財産収入 280

 1. 財産売払収入 280

 6. 繰越金 20,000

 1. 繰越金 20,000

 7. 諸収入 50,164

 1. 雑入 50,164

 8. 組合債 68,400

 1. 組合債 68,400

                        歳            入            合            計 3,021,769

第 １ 表　　 歳 入 歳 出 予 算
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歳    出 （単位　千円）

款 項 金            額

 1. 議会費 2,070

 1. 議会費 2,070

 2. 総務費 344

 1. 総務管理費 274

 2. 監査委員費 70

 3. 消防費 2,725,153

 1. 消防費 2,725,153

 4. 公債費 274,202

 1. 公債費 274,202

 5. 予備費 20,000

 1. 予備費 20,000

                        歳            出            合            計 3,021,769
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(単位　千円)

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　　　率

第 ２ 表   地 方 債

償　　還　　の　　方　　法

消防施設整備事業

普通貸借

又は

証券発行

借入先の融資条件による。

財政その他の都合により繰上償還又は低利に

借換えすることができる。

年５．０％以内（ただ
し、利率見直し方式で借
り入れる資金について利
率の見直しを行なった後
においては、当該見直し
後の利率）

68,400
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印西地区消防組合一般会計予算に関する説明書
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１．総  括
（歳    入） （単位　千円）

　        　　　　　　   款 本年度予算額 前年度予算額 比        較 構成比％

 1. 分担金及び負担金 2,872,632 2,895,791 △23,159 95.1 

 2. 使用料及び手数料 1,931 1,754 177 0.1 

 3. 国庫支出金 1 22,210 △22,209 0.0 

 4. 県支出金 8,361 1 8,360 0.3 

 5. 財産収入 280 0 280 0.0 

 6. 繰越金 20,000 20,000 0 0.6 

 7. 諸収入 50,164 50,509 △345 1.6 

 8. 組合債 68,400 220,700 △152,300 2.3 

     歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 3,021,769 3,210,965 △189,196 100.0 

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
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（歳    出） （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1. 議会費 2,070 2,056 14 2,070 0.1 

 2. 総務費 344 344 0 344 0.0 

 3. 消防費 2,725,153 2,968,230 △243,077 8,361 68,400 95,381 2,553,011 90.2 

 4. 公債費 274,202 220,335 53,867 85,875 188,327 9.1 

 5. 予備費 20,000 20,000 0 20,000 0.6 

歳     出     合     計 3,021,769 3,210,965 △189,196 8,361 68,400 181,256 2,763,752 100.0 

特      定      財      源 構成比％
一 般 財 源

款 本年度予算額前年度予算額 比    較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳
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２．歳  入

(款)  1.分担金及び負担金 (項)  1.分担金 （単位　千円）

金　　額

 1.市分担金 2,872,632 2,895,791 △23,159  1.市分担金 2,872,632 一般分担金　印西市 1,599,776

一般分担金　白井市 1,093,706

印西市特別分担金 127,985

白井市特別分担金 51,165

　　　 計 2,872,632 2,895,791 △23,159

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  1.使用料

 1.消防使用料 175 166 9  1.行政財産目的外使 175 行政財産目的外使用料 175

用料

　　　 計 175 166 9

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  2.手数料

 1.消防手数料 1,756 1,588 168  1.消防手数料 1,756 危険物規制事務関係手数料 1,755

諸証明手数料 1

　　　 計 1,756 1,588 168

(款)  3.国庫支出金 (項)  1.国庫補助金

 1.消防費国庫補助金 1 22,210 △22,209  1.消防費国庫補助金 1 1

　　　 計 1 22,210 △22,209

(款)  4.県支出金 (項)  1.県補助金

 1.消防費県補助金 8,361 1 8,360  1.消防費県補助金 8,361 高規格救急自動車 4,787

消防ポンプ自動車 3,574

　　　 計 8,361 1 8,360

(款)  5.財産収入 (項)  1.財産売払収入

 1.物品売払収入 280 0 280  1.物品売払収入 280 公用車売払収入 280

　　　 計 280 0 280

(款)  6.繰越金 (項)  1.繰越金

 1.繰越金 20,000 20,000 0  1.繰越金 20,000 繰越金 20,000

目 本  年  度 前  年  度 比　　較
節

区　　　分
説　　　　　　　　　明
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（単位　千円）

金　　額

　　　 計 20,000 20,000 0

(款)  7.諸収入 (項)  1.雑入

 1.雑入 50,164 50,509 △345  1.雑入 50,164 生命保険料等徴収代行手数料 1,968

自動販売機等電気料 324

雑入 44,731

光アクセス装置等設置電気使用料 12

自動販売機設置納付金 2,779

特定健康診査補助事業助成金 350

　　　 計 50,164 50,509 △345

(款)  8.組合債 (項)  1.組合債

 1.消防債 68,400 220,700 △152,300  1.消防施設整備債 68,400 高規格救急自動車 29,600

消防ポンプ自動車 38,800

　　　 計 68,400 220,700 △152,300

目 本  年  度 前  年  度 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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３．歳  出

（款） 1.議会費 （項）  1.議会費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.議会費 2,070 2,056 14 2,070  1.報酬 481 議員報酬

 9.交際費 50 議長交際費

10.需用費 10 消耗品費

12.委託料 1,529 会議録作成業務委託料

　計 2,070 2,056 14 2,070

（款） 2.総務費 （項）  1.総務管理費

 1.一般管理 274 274 0 274  1.報酬 213 管理者報酬 70

費 副管理者報酬 63

情報公開・個人情報保護審査会

委員報酬 30

行政不服審査会委員報酬 50

 9.交際費 50 管理者交際費

10.需用費 4 消耗品費

18.負担金 7 非常勤職員公務災害補償等事務

補助及 負担金

び交付

金

　計 274 274 0 274

（款） 2.総務費 （項）  2.監査委員費

 1.監査委員 70 70 0 70  1.報酬 66 監査委員報酬

費 10.需用費 4 消耗品費

　計 70 70 0 70

（款） 3.消防費 （項）  1.消防費

 1.常備消防 2,725,153 2,968,230 △243,077 8,361 68,400 95,381 2,553,011  1.報酬 360 産業医報酬

費  2.給料 1,036,754

本  年  度 特　　定　　財　　源

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

比　　較目 説　　　　　　　　　明
金　　額区　　分

前  年  度
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 3.職員手 867,847

当等

 4.共済費 390,376

 5.災害補 1

償費

 7.報償費 130 消防長表彰 4

表彰記念品等 20

講師謝礼等 106

 8.旅費 3,031 普通旅費 1,409

研修旅費 103

消防大学校入校旅費 114

消防学校入校旅費 1,042

救急救命士研修旅費 363

 9.交際費 260 消防長交際費

10.需用費 80,542 消耗品費 27,386

燃料費 11,360

食糧費 264

印刷製本費 719

光熱水費 24,357

修繕料 16,456

11.役務費 10,625 火災保険料 132

自動車保険料 1,682

車検手数料 287

通信運搬費 312

電話料金等 3,888

クリーニング代 113

救急救命士国家試験受験手数料 47

損害保険料 310

目 本  年  度 前  年  度 比　　較 説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

その他手数料 11

インターネット通信料 802

通信指令システム関係通信料 2,516

浄化槽法定検査料 16

廃棄物処分手数料 7

予防技術資格者受検手数料 25

高圧ガス容器耐圧検査手数料 438

引火点測定試験手数料 39

12.委託料 31,501 電気工作物保安業務委託料 1,365

空調設備等保守管理委託料 286

複写機等保守管理委託料 424

無線機保守点検委託料 2,660

はしご車保守点検委託料 506

高圧受電設備清掃委託料 83

受水槽、浄化槽清掃委託料 441

職員健康診断委託料 4,062

Ｂ型肝炎抗体接種委託料 674

例規集電子化作成業務委託料 1,100

ホースハンガー保守点検委託料 115

救急業務高度化資機材保守管理

委託料 2,169

水難救助器具保守点検委託料 517

各種測定器保守点検委託料 320

各種予防接種委託料 458

エレベーター保守管理委託料 509

消防車両保守点検委託料 552

非常用自家発電設備保守点検委

託料 143

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

感染性廃棄物収集運搬処理委託

料 201

呼吸器用空気充填機保守点検委

託料 99

救急課程病院研修委託料 60

庁舎等清掃委託料 764

汚水槽・雑排水槽清掃委託料 54

廃棄物収集運搬処理委託料 941

弁護士相談委託料 110

ストレッチャー保守点検委託料 55

各種講習委託料 1,366

その他業務委託料 7,141

消防用設備点検委託料 278

物件調査委託料 3,559

電話設備保守業務委託料 489

13.使用料 29,337 下水道使用料 938

及び賃 テレビ受信料 124

借料 有料道路通行料 206

コンピュータシステム使用料 20,171

バス借り上げ料 33

統計システム使用料 7,799

車両閉じ込め救出訓練用廃棄済

車両使用料 66

16.公有財 93,279 西白井消防署庁舎設計費償還金 2,845

産購入 西白井消防署用地取得費償還金 36,511

費 西白井消防署施設取得費償還金 11,811

牧の原消防署施設取得費償還金 26,609

牧の原消防署用地取得費償還金 12,772

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

牧の原消防署庁舎設計費償還金 1,878

飲料水兼用耐震性貯水槽設計費

償還金 385

飲料水兼用耐震性貯水槽整備費

償還金 468

17.備品購 129,830 高規格救急自動車 37,070

入費 消防ポンプ自動車 46,080

指揮車 10,670

連絡車 3,581

消防ホース 880

水難救助隊潜水機材 385

防火衣等 7,080

総務関係備品 8,856

予防関係備品 170

警防関係備品 4,688

救急関係備品 10,370

18.負担金 50,068 全国消防長会負担金 263

補助及 全国消防長会関東支部負担金 27

び交付 千葉県消防長会負担金 64

金 千葉県下消防長、団長会議負担

金 30

全国消防協会負担金 106

千葉県消防協会負担金 15

千葉県消防協会印旛支部負担金 33

公平委員会負担金 10

公務災害見舞金支給及び賞じゅ

つ金授与事務負担金 22

職員採用共同試験負担金 67

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

安全運転管理者協議会負担金 61

消防大学校入校負担金 1,139

消防学校入校負担金 4,562

救急救命士研修負担金 2,660

その他会議研修負担金 95

各種技能講習負担金 302

メディカルコントロール協議会

負担金 5,504

成田国際空港消防連絡協議会負

担金 25

指令センター共同運用負担金 27,048

消防救急無線デジタル化負担金 8,035

26.公課費 1,212 自動車重量税

　計 2,725,153 2,968,230 △243,077 8,361 68,400 95,381 2,553,011

（款） 4.公債費 （項）  1.公債費

 1.元金 262,926 205,828 57,098 77,960 184,966 22.償還金 262,926 元金償還金、財政融資資金

利子及 元金償還金、市町村振興協会

び割引 元金償還金、銀行等引受債

料 元金償還金、千葉県市町村振興

資金

 2.利子 11,276 14,507 △3,231 7,915 3,361 22.償還金 11,276 利子償還金、財政融資資金

利子及 利子償還金、市町村振興協会

び割引 利子償還金、銀行等引受債

料

　計 274,202 220,335 53,867 85,875 188,327

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（款） 5.予備費 （項）  1.予備費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.予備費 20,000 20,000 0 20,000

　計 20,000 20,000 0 20,000

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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報　　　　酬 給　　　　料 期　末　手　当 地　域　手　当 そ 　 の　  他 計

の　  手　  当

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長　　　　等 2 133 133 133

議　　　　員 10 481 481 481

そ の 他 の
特   別   職

10 506 506 506

計 22 1,120 1,120 1,120

長　　　　等 2 133 133 133

議　　　　員 10 481 481 481

そ の 他 の
特   別   職

10 506 506 506

計 22 1,120 1,120 1,120

長　　　　等 0 0 0 0

議　　　　員 0 0 0 0

そ の 他 の
特   別   職

0 0 0 0

計 0 0 0 0

 備 考　　長等とは、管理者及び副管理者をいい、その他の特別職とは長等及び議員以外の特別職をいう。

給　 　 与 　　 費　 　 明　 　 細　　  書

１． 特 　別　 職

区　　         　　　分 職   員   数 共    済    費 合　  　   計 備                  考

給　　　　    　　　　  　　　与　　　　　  　    　　　　　費

比　     較

本  年  度

前  年  度
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２　一　般　職

（１）　総　括

給　　　　　与　　　　　費

区　　　分 職　 員　 数 報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　　考

         (人)         (千円)          (千円)          (千円)          (千円)          (千円)         (千円)

本　年　度 265 1,036,754 867,847 1,904,601 390,376 2,294,977

前　年　度 263 1,023,157 864,962 1,888,119 377,605 2,265,724

比　　　較 2 13,597 2,885 16,482 12,771 29,253

（　）は短時間勤務職員を外書き

扶 養 手 当 通 勤 手 当 管 理 職 手 当 地 域 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時 間 外 手 当

区　　  分

  (千円)   (千円)   (千円)   (千円)   (千円)   (千円)   (千円)

本　年　度 43,440 16,600 19,485 100,800 268,401 190,973 46,289

前　年　度 45,360 15,359 18,764 99,521 268,661 184,495 45,458

職員手当の 比　　　較 △ 1,920 1,241 721 1,279 △ 260 6,478 831

内　　　訳 特殊勤務手当 住 居 手 当 休日勤務手当 夜間勤務手当 児 童 手 当
管理職員特別勤務

手当

区      分

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本　年　度 11,657 19,152 106,420 20,517 22,485 1,628

前　年　度 10,672 17,069 113,806 20,360 23,985 1,452

比　　　較 985 2,083 △ 7,386 157 △ 1,500 176

（13）

（7）

（6）
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

　　　　説　　　　　明　　　（千円）
　　　(千円) 　　　　　　　　　　　(千円)

△ 13,116

備　　　　　　　　　　考

その他の増減分

26,713給　料 13,597 昇給に伴う増加分

4,740制度改正に伴う

増減分

勤勉手当 4,740

その他の増減分 △ 1,855

職員手当 2,885

176管理職員特別勤務手当

831

985

2,083

△ 7,386

時間外手当

特殊勤務手当

△ 1,920

1,241

721

1,279

夜間勤務手当

児童手当

157

△ 1,500

管理職手当

地域手当

期末手当

勤勉手当

住居手当

休日勤務手当

△ 260

1,738

扶養手当

通勤手当
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（３）　給料及び職員手当の状況

　　 ア　職員一人当たり給与

 　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 消　　　　防　　　　職

  平 均 給 料 月 額(円) 319,127  

令和元年１１月１日 現在   平 均 給 与 月 額(円) 450,221  

  平　 均　 年　 齢(歳) 40.3  

  平 均 給 料 月 額(円) 318,811  

 平成３０年１１月１日 現在   平 均 給 与 月 額(円) 422,685  

  平　 均　 年　 齢(歳) 40.3  

　　　イ　初　任　給

消　　　　防　　　　職（円）  国　　　の　　　制　　　度

消　　防　　吏　　員 そ　の　他　の　職　員 消　　　　防　　　　 職

高　　　　　　校　　　　　　卒 160,100　 154,900　  制度なし

大　　　　　　学　　　　　　卒 195,500　 188,700　

区　　　　　　　　　　　　　分

-21-



※（　）は短時間勤務職員を外書き

（6） 27 （100.0） 10.2

263（6）

46

19.8

5.0

（2） 39

34

（100.0） 14.9

（100.0） 100.0

100.0（100.0）

18.3

19.1

課長補佐及び副
署長の職務
主幹の職務

課長及び消防署
長の職務
指揮隊長の職務
副参事の職務

消防長、次長及
び参事の職務

消　防　職
主任又は主任主
事の職務

主査補の職務 主査の職務
係長の職務
副主幹の職務

消防正監
及び
消 防 監

主事の職務

８　　級

消 防 士 消防副士長 消防士長 消防司令補 消防司令補 消防司令 消防司令長

４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級

(級別の標準的な職務内容)

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級

6

４　　級 42 16.0

13.7

２　　級 27 10.3

令和元年１１月１日現在

平成３０年１１月１日現在

１　　級 36

３　　級

2.3

12.9

12.9

17.5

６　　級

７　　級

区　　　　　　　　　分
級 職　　員　　数（人）

消　　　　　　　　　　　　防　　　　　　　　　　　　職

１　　級

２　　級

８　　級

ウ　級別職員数

計

34

51

52

３　　級

４　　級

５　　級

13

７　　級 14 5.4

50

５　　級 48

６　　級

８　　級 6 2.3

計 262（2）

構　　成　　比（％）

19.4
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1.175

1.175

1.175 2.35

2.35

2.35

1.175

1.175

4.45

4.50

有4.50

再任用

再任用

再任用

職制上の階級、職務の
級等による加算措置

1.175

計

備　考

6月 12月

前 年 度

国の制度

2.250

2.225

2.250

有

有

96.2

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
６　月（月分） １２　月（月分）

支　給　期　別　支　給　率
支給率計　（月分）

27

８号給　　（人）

比　　　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

号 級 数 別 内 訳

本 年 度

エ　昇　給

区　　　　　　　　　分 合　　　　　計

３号給　　（人） 11

27

253
前

年

度

職　　　　員　　　　数　　　（Ａ）　　（人） 263 263

昇 給 に 係 る 職 員 数 　　（Ｂ）　　（人）

１号給　　（人）

１号給　　（人）

215

４号給　　（人） 215 215

６号給　　（人）

11

２号給　　（人）

号 級 数 別 内 訳
４号給　　（人）

８号給　　（人）

31

8

215

３号給　　（人）

２号給　　（人）

代　表　的　な　職　種

消　　　　防　　　　職

職　　　　員　　　　数　　　（Ａ）　　（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 　　（Ｂ）　　（人）
本

年

度

265

255

31

8

265

255

６号給　　（人）

比　　　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

96.2

1

96.2

253

96.2

2.250

2.225

2.250

1
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81.7

支 給 対 象 地 域

支給対象職員の比率　（％）

33.27075 47.709 47.709

1.12

管内全域

16

9.2

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　　　分
２０年勤続の者

（月分）

２５年勤続の者

（月分）

支　　給　　率　（％）

加 算 措 置 等

３５年勤続の者

（月分）

最　高　限　度

（月分）

定年前早期退職
特例措置

（2%～45%加算）

そ　の　他　の
備　考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職等
特例措置

（2%～45%加算）

※定年前１年のみ２％

キ　地域手当

国　の　制　度
（支　給　率　等）

24.586875

支給対象職員数　（人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

代表的な特殊勤務手当の名称
火災等出動手当
救急出動手当
機関員業務手当

265

ク　特殊勤務手当

区　　　　　　分 全　職　種

給料総額に対する比率（％）
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通勤手当 同　じ

同　じ住居手当

ケ　その他の手当

区　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　異　　の　　内　　容

扶養手当 同　じ
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令和 2年度

4,212

令和10年度

牧の原消防署用地取得事業
　用　　地　5,999.99㎡

平成10年度

878,133

～

令和元年度

～

令和 4年度

109,531

～

令和 4年度

144,945

576,025

～

令和元年度

平成10年度

35,484

平成 4年度

～

令和元年度

令和 2年度

令和 2年度

109,531

35,484

5,6945,694

千円千円 千円千円 千円

56,379

平成 3年度

令和元年度

千円

そ の 他
一般財源

当 該 年 度 以 降 の
支 出　予　定　額

～

千円

金　　額

前 年 度 末 ま で の
支 出（見込）額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　　　　　　　　　　由 限 度 額

地 方 債

左　　の　　財　　源　　内　　訳

国県支出金

特　　定　　財　　源

620,673

平成 4年度

730,204

期　　間 金　　額

令和 3年度

令和 2年度

期　　間

令和 2年度

～

50,685

540,541

西白井消防署用地取得事業
　用　　地　3,500.00㎡

西白井消防署施設設計委託費

西白井消防署施設取得事業
　消防庁舎　1,396.80㎡

～

令和元年度

～

令和10年度

144,945733,188

令和 2年度

令和10年度
～

61,077

3,471

4,697

16,950

～

牧の原消防署設計委託料 78,027 16,950

令和 2年度

令和 2年度

3,471

～

令和11年度

4,697

～
1,196,606

50,981

令和12年度

～

293,905

令和元年度

7,683

令和元年度

平成11年度

55,678

～
1,490,511

令和元年度

牧の原消防署施設整備委託料
　消防庁舎　2,490.63㎡

平成12年度

飲料水兼用耐震性貯水槽設計委託料

～

飲料水兼用耐震性貯水槽整備委託料

平成10年度

293,905
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地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当　　該　　年　　度　　末

現　在　高　見　込　額
当　該　年　度　中
起　債　見　込　額

当　該　年　度　中
元 金 償 還 見 込 額

当　該　年　度　中　増　減　見　込

千円千円 千円

2,664,384

区       分
前 々 年 度 末

現　　在　　高

前 　年 　度 　末

現 在 高 見 込 額

2,677,112

普　通　債
消　　　防 2,469,858

千円

68,400

千円

262,926
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参 考
令和２年度印西地区消防組合一般会計予算分担金算出表 （単位　円）

分担金率・市名 印　西　市 白　井　市 合　　計

円基準財政需要額及び比率 1,229,384,000 円 840,483,000 円 2,069,867,000

（１） 基準財政需要額割 (100%) 1,599,776,000 1,093,706,000 2,693,482,000

令和元年10月1日現在 構成比 59.39% 構成比 40.61% 構成比 100.00%

2,693,482,000

1,599,776,000 1,093,706,000 2,693,482,000

前年度 1,619,480,000 前年度 1,097,203,000 前年度

1,599,776,061 1,093,705,939

2,716,683,000

一般分担金率

構成比 59.39% 構成比 40.61% 構成比 100.00%

（２）
一般分担金（円単位）
　　　　　（千円単位）

△ 0.32% 増減率 △ 0.85%

（３）

特別分担金

消防施設等取得費償還金 消防施設等取得費償還金 消防施設等取得費償還金

牧の原設計 1,877,755

前年度 59.61% 前年度 40.39% 前年度 100.00%

増減率 △ 1.22% 増減率

西白井設計 2,844,451 93,275,448

牧の原用地 12,771,614 西白井庁舎 11,810,842

耐震性貯水槽設計 384,446

耐震性貯水槽整備 467,877

消防公債償還金

牧の原庁舎 26,608,307 西白井用地 36,510,156

牧の原庁舎 51,830,322

消防公債償還金

牧の原用地 34,045,396 85,875,718

特別分担金合計

計 127,985,717 計 51,165,449 計 179,151,166

前年度 127,963,440 前年度 51,145,744 前年度 179,109,184

増減率 0.02% 増減率 0.04% 増減率 0.02%

2,872,633,166

前年度 1,747,443,440 前年度 1,148,348,744 前年度

分担金算出方法 (1)一般分担金2,693,482,000円を、印西市及び白井市の消防費に係る基準財政需要額の構成比であん分し算出。なお、算出にあたり構成比の端数処理は行わ
　 ないものの、表中の構成比の表示については、小数点第2位までの表示とし、構成比の合計が100％となるよう必要により調整を行う。
 ※参考（消防費に係る基準財政需要額の構成比について、小数点第10位を四捨五入し小数点第9位まで表示）
　 印西市 59.394347560%　白井市 40.605652440%
(2)一般分担金（円単位）については、合計が2,693,482,000円となるよう、必要により円単位の調整を行う。
(3)一般分担金（千円単位）については、合計が2,693,482,000円となるよう、必要により千円単位の調整を行う。

増減率 △ 1.13% 増減率 △ 0.30% 増減率 △ 0.80%

2,895,792,184

比　較 △ 19,681,723 比　較 △ 3,477,295 比　較 △ 23,159,018
（４）

分担金合計
（２）＋（３）

計 1,727,761,717 計 1,144,871,449 計
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